
株式会社NTTファシリティーズエンジニアリング

貸   借   対   照   表
（平成３０年３月３１日現在）

（単位:千円）
科          目  金  　   額 科          目 金  　   額

資　産　の　部 負　債　の　部
流　　動　　資　　産 3,703,096 流　　動　　負　　債 2,159,319

現 金 及 び 預 金 191,223 1,938,893

受 取 手 形 36,209 143,793

売 掛 金 2,858,196 29,265

未 収 入 金 115,751 　　―　　　

商 品 9,655 2,727

未 成 工 事 支 出 金 12,367 15,769

関 係 会 社 預 け 金 475,288 926

前 払 費 用 2,198 14,891

そ の 他 の 流 動 資 産 42,249 9,920

繰 延 税 金 資 産 12,298 3,131

貸 倒 引 当 金 △ 52,342 固　　定　　負　　債 499,456

固　　定　　資　　産 367,372 492,008

有　形　固　定　資　産 97,430 6,612

建 物 55,956 834

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 34,572

リ ー ス 資 産 6,901 負　　債　　合　　計 2,658,775

無　形　固　定　資　産 7,149 純　資　産　の　部
ソ フ ト ウ ェ ア 3,377 株　　主　　資　　本

リ ー ス 資 産 2,314 100,000

電 話 加 入 権 1,458 250,000

  投 資 そ の 他 の 資 産 262,792 資 本 準 備 金 100,000

投 資 有 価 証 券 649 そ の 他 資 本 剰 余 金 150,000

⾧ 期 滞 り 債 権 56,020 1,061,693

繰 延 税 金 資 産 204,588 利 益 準 備 金 7,662

敷 金 55,162 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,054,031

保 証 金 2,000 繰 越 利 益 剰 余 金 1,054,031

⾧ 期 前 払 費 用 393

貸 倒 引 当 金 △ 56,020 1,411,693

  資　　産　　合　　計 4,070,468 負　債 ・ 純　資　産　合　計 4,070,468

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（注）当期純利益　76,885千円

未 払 消 費 税

買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 事 業 所 税

純　 資 　産 　合　 計

前 受 金
預 り 金
前 受 収 益
リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金
リ ー ス 債 務
そ の 他 の 固 定 負 債

資　　　本　　　金
資　本　剰　余　金

利　益　剰　余　金
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　個別法に基づく原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法)によっております。

　２．固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産(リース資産を除く)
　　　　　定額法によっております。
　　（２）無形固定資産(リース資産を除く)
　　　　　定額法によっております。
　　（３）リース資産
　　　　　①有形リース資産
　　　　　所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産については､リー
　　　　　ス期間を耐用年数として､リース期間経過時点に実質残存価額となる定額法に
　　　　　よっております。
　　　　　②無形リース資産
　　　　　定額法によっております。　　　　　
　　　　　
　３．引当金の計上基準
　　（１）貸倒引当金
　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため､貸倒懸念債権等特定の債権については個別
　　　　に回収可能性を勘案し､回収不能見込額を計上しております。
　　（２）退職給付引当金
　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
　　　　資産の見込額に基づき､当事業年度末において発生していると認められる額を計
　　　　上しております。
　　　　　数理計算上の差異は､その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法によ
　　　　り､それぞれ発生の翌期から費用処理しております。

　４．完成工事高及び完成工事原価の計上基準　
        　当事業年度までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約について
　　　は工事進行基準を適用し､その他の工事契約については､工事完成基準を適用してお
　　　ります。
　　　　なお､工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは､原
　　　価比例法によっております。

　　5．消費税等の会計処理
　　　　税抜方式によっております。
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